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●
 はじめに
　
二〇一五年末、東南アジア諸国
連合（ＡＳＥＡＮ）はＡＳＥＡＮ経済共同体（Ａ Ｃ）を創設し、域内の経済協力の歴史に大きな節目を刻んだ。一九八〇年代以降、先進ＡＳＥＡＮ諸国は日本をはじめとする周辺諸国からの直接投資を積極的に受け入れ、ＡＳＥＡＮ域内外を連結する生産ネットワークに深く組み込まれながら 高い経済成長率、工業化を遂げてきている。世界で最も先進的とも評されるこの生産ネットワークは、おもに海上輸送、陸上輸送サービスにより支えられてきたが 生産ネットワークの精緻化 スマー フォンに象徴さ ような製造業品の小型化・高付加価値化、富裕層による高付加価値商品 国際取引の増加などを背景 、近年では航空輸送の重要性も高まってきて
る。　
このような状況下、ＡＳＥＡＮ
はＡＥＣの一環としてＡＳＥＡＮ単一航空市場（
A
SE
A
N
 Single 
A
viation M
arket ：ＡＳＡＭ）の
構築に取り組んでいる。本稿では、ＡＳＥＡＮを中心とした国際航空物流の今後の発展にも大きく影響するであろう ＳＡＭの概要およびその進捗を報告する。●
 ＲＩＡＴＳ
　
二〇〇四年一一月、第一〇回交
通大臣会合 （ＡＴＭ） において、 「ＳＥＡＮの航空輸送の統合および自由化のための行動計画：二〇〇五～二〇一五年」が採択され、ＡＳＥＡＮの航空自由化が本格的に始動した。 「 輸送部門統合に向けたロードマップ」 （
R
oadm
ap 
for In
teg
ration
 of A
ir T
rav
el 
Sector ：ＲＩＡＴＳ）は同計画の
附属文書であり、貨物、旅客両面における航空自由化のスケジュールを定めている（参考文献①） 。　
輸送権は、領空通過権（第一の
自由） 、技術的着陸権 第二の自由） 、自国から相手国への輸送権（第三の自由） 、相手国から自国への輸送権 （第四の自由） 、 以遠権 （第五の自由） 、 国をハブとする三国間輸送権（第六の自由） 、三国間輸送権（第七の自由） 、接続便カボタージュ（第八の自由） 、カボタージュ（第九 自由）に分類されるが、ＡＳＥＡＮがＲＩＡＴＳにおいて航空自由化の対象としたのは、第三、第四、第だけである。航空貨物輸送に関しては二〇〇八年一二月までに 三、第四、第五の自由を開放することとされ いる。航空旅客輸送に関しては、準地域内、準地域間の指定地点間から段階的に自由化 進
??
? ?
???????????
め、最終的に、首都間について、二〇〇八年一二月までに第三、第四の自由 二〇一〇年一二月までに第五の自由を実現するという目標が掲げられている。　
ＲＩＡＴＳで合意された航空自
由化は、二〇〇九年五月に署名された「航空貨物輸送 完全自由化に関する多国間協定」 （ＭＡＦＬＡＦＳ） 、 「航空サービスに関す多国間協定」 （ＭＡＡＳ） 、により成文化された。さらに、ＭＡＡＳの枠を超えて航空旅客輸送を自由化するために、 「国際空港を有するすべての地点」 の第三、第四第五の自由を開放するための「航空旅客輸送の完全自由 に関する多国間協定」 （ＭＡＦＬＰＡＳ）が二〇一〇年一一月に締結された。　
多国間航空自由化の先行事例で
あるヨーロッパ単一航空市場では、第七、第八、第九の自由までが開放されたが、ＡＳＥＡＮではそこまでの自由化はこれまで ところ検討されていない。すなわち、ＡＳＥＡＮにおいては、加盟国間を結ぶ国際線市場 みが自由化対象とされており、国内線市場の開放には踏み切ってはいない。この背景には、ＡＳＥＡＮ諸 の多様性がある。国内線を持たな シンガ
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ポールとブルネイにとっては、ＡＳＥＡＮ加盟国の国内線市場の自
由化は市場機会を得るだけである。他方、ＡＳＥＡＮ最大の国内線市場を持つインドネシアにとっては、自国に不利な、片務的な自由化となってしまう。ＡＳＥＡＮの多様性に起因するこのような状況は、航空自由化に臨む各国の姿勢、より具体的 は航空自由化協定および附属文書の批准 要する時間に影響を及ぼすことが想定されていた。そのため、ＲＩＡＴＳ協定はいずれも 「ＡＳＥＡＮマイナスＸ」方式を採用し、発効要件を示す条項（最終規定）において「三カ国目が批准書 預託者であるＡＳＥＡＮ事務総長に預託した日に、既批准国間のみにお て発効する」と規定している。準備が整っ 国から順次自由化を実現していくというこの柔軟な姿勢は、航空産業の発展度合い、市場規模、航空行政の習熟度など様々 面で大きな差が残るＡＳＥＡＮにおい は必然的な選択であったと えよう。　
二〇〇七年一一月の第一三回Ａ
ＳＥＡＮ首脳会議 は、ＡＥＣ設立に向けた工程表となるＡ Ｃブループリントが採択され、ＲＩＴＳもその一要素として組み込まれた。もうひとつ重要な点は、ＡＳＡＭの創設がＡ におけ
る航空自由化の最終目標に設定されたことである。●
 ＡＳＡＭ
　
二〇一一年一二月の第一七回Ａ
ＴＭは「ＡＳＥＡＮ単一航空市場の実施枠組み」を採択し、ＡＳＡＭの概要および実施に向けた工程表を成文化した。同実施枠組みは、ＡＳＥＡＮ 経済発展と市場統合を加速するため、そして北東アジア、南アジア、オセアニアの結節点にあるという地理的な優位性を活用するためにも、航空市場統合が極めて重要であるとの認識を確認し、四五の具体的措置を実施年限とともに示してい 。そのうち一三措置は二〇一二年ま 、一九措置は二〇一五年まで、残りはれ以降に実施することとされている。ＡＥＣと同様、ＡＳＡＭ構築においても、二〇一五年をひ つの大きな区切りと位置づけながら、それ以降も続くプロセスであとが明示されて る、といえる。ＡＳＡＭはＲＩＡＴＳを内包す非常に包括的な枠組みである（表１） 。ＲＩ ＴＳ市場参入の自由化を中核として、航空会社の所有と支配、運賃などについて必要項目を定めてきた。ＡＳＡＭは、
その他の経済要素として、航空関連サービス産業の自由化、競争法と補助金、消費者保護、紛争解決、周辺国との航空協定などを含み、より密接にＡＥＣに組み込まれている。また、航空安全、航空安全保障、航空輸送管理などの技術要素が含まれたことも大きな進展である。さらに、ＲＩＡＴＳ協定関しても、さらなる自由化や「ＡＳＥＡＮ共同体航空会社」 いう概念を検討す といった点が明記されている点は特筆すべきであろう。　
実施メカニズムとしては、交通
次官級会合管轄下の航空作業部会のなかに、経済要素、技術要素を担当する小作業部会が設置され、そこで詳細な議論、交渉、進捗管理が行われること なる またＡＳＡＭの技術要素に関しては、欧州単一航空市場構築の経験を活かして、ＥＵ 支援を続けてい●
 進捗状況
　
当初予定よりも遅れがちではあ
るが、ＡＳＥＡＮの航空自由化は着実に進展している （表２） 。協定、附属文書ごとの相違はあるものの、批准に要す 期間には加盟各国の特徴が表れている。シンガポール
表１　ASEAN単一航空市場の枠組み
分野 項目 概要
経済要素
①市場参入 RIATS 協定（MAFLAFS、MAAS、MAFLPAS）の実施。将来的なさらなる自由化の可能性を検討する。
②チャーター 定期便のない国際航路の自由化。その他は個別に検討。
③航空会社の所有と支配
ASEAN 加盟国が航空会社を指定する際の「主たる事業所」および「実効規制支配」に関する基準を採択するように取り組む。
「ASEAN 共同体航空会社」のコンセプトを含め、航空会社の所有と支配のさらなる自由化に向けた議論を開始する。
④運賃 運賃申告制廃止に向けて取り組む。
⑤商業活動
航空会社の商業上の取決め、事務所設置、航空輸送サービスの販売・マーケティング、航空機リース、外国人の雇用、グランド・ハンドリング、空
港までの交通、コンピュータ予約システム、保守・修理・オーバーホールサービス。
契約上の義務がある場合以外は商業活動の供給は自由化され、その義務が消失するに従って自由化を進める。
⑥競争法と補助金 全産業を対象とした ASEAN の取り組みに従う。
⑦消費者保護 全産業を対象とした ASEAN の取り組みに従う。
⑧空港使用料 国際民間航空機関（ICAO）の原則・指針に沿って構築。
⑨紛争解決 ビエンチャン議定書（2004 年 11 月）で規定された「強化された紛争処理メカニズム」に従う。
⑩対話国との関係 中国、インド、韓国、その他の対話パートナーとの航空協定の締結。
技術要素
⑪航空安全
規制当局の能力と安全基準を ICAO の基準・推奨手順（Standards and Recommended Practices: SARPs）に適合させる。
航空関連資格の相互承認協定を構築する。
- 航空機運航者資格、航空機の耐空証明、運航乗員／エンジニア資格。
- その他の航空安全に関する分野。
ASEAN 全域に適用する共通の航空安全規則からなる枠組みを構築する。
⑫航空安全保障
航空安全保障措置を ICAO の基準・推奨手順（SARPs）に適合させる。
液体・エアロゾル・ジェル（LAGS）、搭乗前スクリーニング、航空貨物などのスクリーニング技術および手続きの調和化。
⑬航空輸送管理
東南アジア地域における航空輸送管理に関する ICAO の取り組みを支援。
EU の「欧州単一航空市場航空運航管理調査プログラム」（Single European Sky Air Traffic Management Research Programme: SESAR）、アメリカ連邦
航空局の「次世代航空輸送システム」（Next Generation Air Transportation System: NextGen）、およびその他地域の取り組みを調査する。
航空輸送管理調和化マスタープランのあり方を検討。
（出所）筆者作成。
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がもっとも積極的であり、タイ、マレーシアなどの域内先進国がそれに続く。反対にもっとも消極的なのが最大の国内航空市場を有す
るインドネシアであり、同じく島嶼国であるフィリピン、後発国のカンボジア、ラオスも遅れがちである。ＲＩＡＴＳ協定のうち、ＭＡＦＬＡＦＳとＭＡＡＳについては本協定、附属文書ともに二〇〇九年五月の第一四回ＡＴＭにおいて合意署名されており、ＲＩＡＴＳで合意していた二〇〇八年一二月という実施年限よりは遅れたものの、二〇〇九年一〇月には既批准国間で発効している。ＭＡＦＬＡＦＳについては、インドネシアが二〇一五年八月に批准したことにより 全加盟 の批准が完了した。ＭＡＡＳは、本協定および六本の附属文書とも 、同じく第一四回ＡＴＭで合意、署名され、同年中に発効しており、二〇一六年三月にフィリピンが第五、
第六の附属文書を批准したことにより、全加盟国の批准が完了した。ＭＡＦＬＰＡＳに関しては、本協定、二本の附属文書ともに、二〇
一〇年一一月の第一六回ＡＴＭにおいて合意、署名され、二〇一一年には既批准国間で発効している。その後、二〇一六年四 にインドネシアとラオスが批准したことにより、全加盟国の批准が完了した。「ＡＳＥＡＮマイナスＸ」方式は、署名まで、発効までの期間の短縮化に寄与する一方で、特定国の准の遅れを容認する一因にもなったといえる。●
 周辺諸国との多国間航空協定
　
ＡＳＥＡＮは域内の航空自由化
を進める一方で、周辺諸国との多国間航空協定の締結にも取り組んでいる。もちろんＡＳＥＡＮ各はそれぞれの必要に応じて周辺国との二国間航空協定を締結し 航空ネットワークを構築している。そのうえでＡＳＥＡＮと周辺国との航空協定を締結する意義は、①第五の自由（以遠権）により、相手国から先の市場に参入しやすくすること、②二国間協定で上限に達した場合の追加的な枠 設けること、にある。　
ＡＳＥＡＮとの多国間航空協定
に関しては中国が先行している。二〇一一年一月にはＡＳＥＡＮ・
中国航空協定および附属文書一（第三、第四の自由）が署名され、同年八月に中国が批准したことにより、既批准国間で発効している。第五の自由を対象とする附属文書二は二〇一四 一一月に署名され、二〇一五年一二月に中国が批准したことにより、既批准国間で発効している。いずれも発効要件は、ＡＳＥＡＮ加盟国のうちの二カ国と中国の批准である。　
ＡＳＥＡＮ・日本航空協定の内
容やスケジュールなどの実質的な情報は公表されていな が、関連する動きが観察される。二〇一五年一月、日本はカンボジア、ラオスと相次いで航空協定を締結し 。これで日本はＡＳＥＡＮ加盟一〇カ国すべてと二国間結した とになる。国土交通省によれば、二国間協定に加えてＡＳＥＡＮとの地域的な航空協定を締結する利点は ①ＡＳＡＭ実現にあわせて ＳＥＡＮ 内で同一水準の自由化を達成できる 、②安全・保安条項や国籍条項などの新たな課題に際し 単位で対応が可能になるため、その迅速化が期待されること、③日本にとって最初の地域的な航空協定を締結することにより、ＡＳＥＡ
表２　航空自由化協定の進捗状況
分野
協
定 附属文書 (Protocol)
署名日 批准日
ブルネイ カンボジア インドネシア ラオス マレーシア ミャンマー フィリピン シンガポール タイ ベトナム
貨物
MAFLAFS：航空貨物輸送の完全自由化に関
する多国間協定
2009年 2010年 2011年 2015年 2011年 2009年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5月20日 3月30日 5月5日 8月28日 3月17日 12月15日 8月7日 4月19日 7月3日 10月13日 12月22日
附１ ASEAN域内の指定地点の間の無制限の第3、第4、第5の自由
2009年 2010年 2011年 2015年 2011年 2009年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5月20日 3月30日 5月5日 8月28日 3月17日 3月23日 8月7日 4月19日 7月3日 10月13日 12月22日
附２ ASEAN域内の全ての国際空港間の無制限の第3、第4、第5の自由
2009年 2010年 2011年 2015年 2011年 2010年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5月20日 3月30日 5月5日 8月28日 3月17日 1月23日 8月7日 4月19日 7月3日 10月13日 12月22日
旅客
MAAS：航空サービスに関する多国間協定
2009年 2010年 2011年 2011年 2011年 2009年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5月20日 3月30日 5月5日 11月24日 3月17日 12月15日 8月7日 4月19日 7月3日 10月13日 12月22日
附１ ASEAN準地域内部における無制限の第3、第4の自由
2009年 2010年 2011年 2011年 2011年 2010年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5月20日 3月30日 5月5日 11月24日 3月17日 1月23日 8月7日 4月19日 7月3日 10月13日 12月22日
附２ ASEAN準地域内部における無制限の第5の自由
2009年 2010年 2011年 2011年 2011年 2010年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5月20日 3月30日 5月5日 11月24日 3月17日 1月23日 8月7日 4月19日 7月3日 10月13日 12月22日
附３ ASEAN準地域間の無制限の第3、第4の自由
2009年 2010年 2011年 2012年 2011年 2010年 2011年 2010年 2009年 2009年 2009年
5月20日 3月30日 5月5日 11月27日 3月17日 1月23日 7月1日 4月19日 7月3日 10月13日 12月22日
附４ ASEAN準地域間の無制限の第5の自由
2009年 2010年 2011年 2012年 2011年 2010年 2011年 2010年 2009年 2009年 2009年
5月20日 3月30日 5月5日 11月27日 3月17日 1月23日 7月1日 4月19日 7月3日 10月13日 12月22日
附５ ASEAN加盟国首都間の無制限の第3、第4の自由
2009年 2010年 2011年 2014年 2011年 2010年 2011年 2016年 2009年 2009年 2009年
5月20日 3月30日 5月5日 5月30日 3月17日 1月23日 7月1日 3月11日 7月3日 10月13日 12月22日
附６ ASEAN加盟国首都間の無制限の第5の自由
2009年 2010年 2011年 2014年 2011年 2010年 2011年 2016年 2009年 2009年 2009年
5月20日 3月30日 5月5日 5月30日 3月17日 1月23日 7月1日 3月11日 7月3日 10月13日 12月22日
MAFLPAS：航空旅客輸送の完全自由化に関
する多国間協定
2010年 2013年 2013年 2016年 2016年 2011年 2011年 2012年 2011年 2011年 2011年
11月12日 2月20日 7月30日 4月7日 4月7日 5月24日 7月1日 3月28日 3月14日 9月2日 9月30日
附１ ASEAN域内の指定地点の間の無制限の第3、第4、第5の自由
2010年 2013年 2013年 2016年 2016年 2011年 2011年 2012年 2011年 2011年 2011年
11月12日 2月20日 7月30日 4月7日 4月7日 5月24日 7月1日 3月28日 3月14日 9月2日 11月4日
附２ ASEAN域内の全ての国際空港間の無制限の第3、第4、第5の自由
2010年 2013年 2013年 2016年 2016年 2011年 2011年 2012年 2011年 2011年 2011年
11月12日 2月20日 7月30日 4月7日 4月7日 5月24日 7月1日 3月28日 3月14日 9月2日 11月4日
（出所）ASEAN 事務局資料（ASEAN Transport Instruments and Status of Ratification: Air Transport, As of 12 April 2016）に基づき筆者作成。
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Ｎ市場重視を内外に強く訴えることができること、などである。　
韓国との航空協定に関しては、
第五の自由までを見据えて交渉が開始されたが、具体的な進展にはつながっていない模様である。とくに、ＡＳＥＡＮ側 求め 以遠権に韓国が難色を示していることが交渉難航の一因となって る。　
インドとの航空協定については、
先行したＡＳＥＡＮ・中国航空協定をひな形として交渉を したいＡＳＥＡＮ側と、白紙 状態からの交渉 望むインド側との立場の違いが大きく、実質的な進展がみられない状況が続いていた。インドとＡＳＥＡＮとの間には定期的な閣僚級会合が開催されていないことも、中国、日本、韓国などとよりも交渉が進めにく 要因であったと考えられる。このようななか、二〇一五年一〇月に公表された民間航空政策において、インド政府は「ニューデリーから五〇〇〇キロメートル以内のパートナーとのオープンスカイ交渉を二〇二〇年四月一日までに開始する」との方針を示した。ＡＳＥＡＮもこの範囲に含まれるため、ＡＳＥＡＮ・インドの航空協定交渉が再開されるきっかけになると期待さ
れている。　
ＥＵとの間では、世界初のブロ
ック対ブロックの航空協定になる包括的航空協定の交渉が開始されている。現在でもＥＵはＡＳＡＭの技術要素に協力し が、ＡＳＥＡＮ・ＥＵ包括的航空協定にもその要素が取り入れら る見込みである。ＥＵ側としては、ＡＳＥＡＮとの協力強化により、近年成長が著しいエミレーツ航空、カタール航空、エティハド航空などの中東の航空会社に対抗する意図があるものと考えられる。●
 展望
　
二〇一五年末のＡＥＣ創設を間
近に控えた二〇一五年一一月五日、第二一回ＡＴＭにおいて次 一〇年（二〇一六～二五年）を対象とした「クアラルンプール交通戦略計画」 （
K
uala L
um
pur T
ransport 
Strategic P
lan ：ＫＬＴＳＰ）が
採択され、ＡＳＥＡＮの競争力強化および強靱化のためにＡＳＡＭを強化していくことなどが戦略的目標に設定された。具体的には、二〇一六～一七年の二年間で、ＭＡＡＳ、ＭＡＦＬＡＦＳ、Ｍ ＦＬＰＡＳなどの既存の協定を見直し、さらなる自由化の可能性が検
討されることになっている。また、現在交渉中の周辺国との航空協定についても、二〇二〇年までに締結することが目標として設定された。このように今後の航空自由化の方向性を定めると同時に、国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）の標準・推奨方式に沿った航空安全の強化や、二〇二〇年までにＡＳＥＡＮ航空交通管理マスタープランを策定するなどして航空交通管理の効率化などに取り組んでいくことなっている。　
ＡＳＡＭの中核的な構成要素は
市場参入権の自由化であ 、それを実現するメカニズムがＲＩＡＴＳ協定である。二〇一六年四月までにその批准も完了し、また、ＡＥＣのなかでサービス自由 の一環として進められてきた航空関連サービスの自由化も一定の進展をみせている。とはいえ、自由化の範囲や制度構築 遅れなどにより、二〇一五年末時点のＡＳＡＭが不完全なものであるこ は否定できない。しかし、制度的な自由化が不完全であるにもかかわらず、民間企業の経済活動が先行している事例をみることもできる。たとえば、ＡＳＡＭ 対象が第五 自由までに限定されているにも かわ
らず、エアアジアは域内にマイノリティ出資の合弁企業を設立し、グループ全体として統一的に経営することで、実質的に第八、第九の自由を行使しているとみなすことができ （参考文献①） 。これ 、ＡＥＣ以前のＡＳＥＡＮにおい 、事実上の（
de facto ）経済統合が
制度上の（
de jure ）経済統合に
先行した経験 同様の状況であるといえよう。　
また、ＫＬＴＳＰで示されてい
るとおり、ＡＳＡＭ 深化に向けた取り組みの比重は経済要素から技術要素へと移行していくことになろう。技術要素 質的向上はＳＥＡＮの航空市場における競争条件の平準化にもつながる。 「ＡＳＥＡＮ共同体航空会社」の定義、構築を含む経済要素 おけるさらなる自由化は、その先に位置づけられることになるだろう。（うめざき
　
そう／アジア経済研
究所
　
経済統合研究グループ）
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 梅﨑創「ＡＳＥＡＮの航空自由化とエアアジアの戦略」 （ 『アジ研ワールド・トレンド』№二四二、二〇一五年一二月） 。
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